
 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 

消費税引上げ分を償還財源とするつなぎ公債（年金特例公債）の発行により確保さ

れる財源を活用して、基礎年金国庫負担割合２分の１を維持する。 

 

※ 平成 24 年度における基礎年金国庫負担割合２分の１と 36.5％との差額はつなぎ公

債（年金特例公債）により確保することとなり、平成 24 年度補正予算案に計上。 

（2兆 4,879 億円） 

 

 

 

 

 

 

（１）紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進          ３３６億円（６６０億円） 
被保険者の方々について、紙台帳などとコンピュータ上の年金記録の突合せを全件

行うとともに、平成 24 年度中に突合せを終える年金受給者の方々を含め、その結果に

ついて必要なお知らせなどを進める。 

 

（２）ねんきんネットを活用した年金記録の確認・記録問題の再発防止 

２１億円（２２億円） 

ねんきんネットの充実を図るため、加入履歴や納めた保険料、年金見込額などを一

目で確認できるようにするとともに、スマートフォンなどでの利用を可能にする。 

また、被保険者の方々などの届書や年金記録の正確性を確保し、新たな記録問題の

発生を防ぐため、ねんきんネットを活用して届書作成を支援するなど、機能の充実を

図る。 

 

２ 年金記録問題への取組み             ５９２億円（９４４億円） 

第５ 若者も高齢者も安心できる年金制度の確立 

公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、持続可能で

安心できる年金制度の構築に向け、基礎年金国庫負担２分の１を維持する。また、年金記録

問題の解決に向けた取組みを進める。 

１ 持続可能で安心できる年金制度の運営 

１０兆４，１８７億円（８兆９４５億円）
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※ 平成 25 年１月末より、未だ持ち主が明らかでない記録について、ねんきんネット

での検索ができるようにするとともに、地方自治体や関係団体などからの幅広い協力

を得て、年金記録の確認を呼びかけるキャンペーンを推進する。 

 

（３）その他必要な記録問題対策の推進など             ２３６億円（２６２億円） 

厚生年金基金の加入員記録と厚生年金の被保険者記録との突合せや基礎年金番号の

重複整理など、記録問題解決に向けた取組みを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

年金制度の安定的な運営と負担の公平を確保するため、厚生年金保険の未適用事業

所の加入促進対策や、国民年金の保険料納付率を向上させる対策の取組強化を図る。 

 

 

 

 

 
 
 

日本年金機構で、年金記録問題の解決に向けた取組みを引き続き促進するとともに、

将来の無年金・低年金者の発生を防止するための後納制度の円滑な実施、サービスの

質の更なる向上や相談体制の拡充を行い、効率的かつ公正透明な事業運営に取り組む。 

４ 日本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営 

（一部前述・上記（２・３）参照）      ２，９５０億円（３，３７５億円） 

３ 厚生年金保険や国民年金の適用・保険料収納対策の取組強化 

３２億円（８．９億円）
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